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Ⅰ　はじめに
1．問題の所在と課題の設定
日本の水産物流通では，産地卸売市場（以下 ，産地
市場），消費地卸売市場（同，消費地市場），小売市場
を介さない流通，いわゆる場外流通が拡大している（山
本・亀田 2010）。背景には，度重なる卸売市場法の改
正に伴う市場流通の規制緩和（山本・平 2016）とと
もに，産地市場の役割低下があるといわれている。産
地市場は，これまで水産物を仲卸業者に振り分けると
ともに，漁業者の確実な出荷先を確保する存在として
漁業生産を支えてきた（多屋 2001）。特に，少量多魚
種の生産を基本とする沿岸漁業が支配的な地域では，
生産物を一定量集荷して仲買人に売り渡す集荷・選別
の機能を担ってきた。しかし，漁業者数の減少と就業
者の高齢化による生産量の低下，4 定（定量・定質・
定価・定時）条件を備えた養殖物・冷凍水産物・輸入
水産物の普及などによって，大手量販店は供給が不安
定な産地市場を介する天然の水産物を敬遠するように
なった。その結果，産地市場を介した水産物が大手量
販店に至るまでの流通経路から排除され，産地卸売価
格の下落も深刻化した（濱田 2001）。以上のような流
通を取り巻く状況の中，すでに 2000 年代初頭には日
本の水産物流通全体に占める産地市場を介した出荷の
シェアは 4 割程度にまで低下していたと報告されてい
る（乾 2003）。
こうした中で，魚価格の維持や出荷経路の開拓に向
けた取り組みが漁業経済学を中心に考察されている。
特に，漁業協同組合（以下，漁協とする）による直売
所の開設（鳥居 2011），大手量販店と漁協との直接取
引の開始（日高 2014），ローカルスーパーと地元漁業
者との連携（久賀 2017）は新たな流通経路の形成と
いう点で注目される。また，組織的な取り組みではな
いが，直売所の開設に伴う漁業者の出荷行動の変化（徳
田ほか 2011; 田中 2013）や，産地市場における水産物
の取引価格の低下に応じた出荷先選択の多様化につい
ても報告がある（前田 2018）。
しかし，こうした変化は全国一様に進行しているわ
けではない。例えば，板倉（2009）は小規模な沿岸漁
業が卓越する山口県萩地域においては，漁獲物を確実
に現金化し，価格水準を安定化する役割が産地市場に
求められていると述べる。そして，萩地域では依然と
して水産物の重要な出荷先として機能しているとい
う。産地市場に求められる役割と水産物流通への影響
力は，その地域の地理的条件や社会・経済的状況によっ
て異なるといえる。このことから，各地における水産
物流通の実態解明に向けては，地域差や地域的な特徴
への着目が重要となる。そこで，本稿では近畿地方に
おける漁業経営体の出荷行動を取り上げ，その地域差
とそれが生み出される要因について統計資料を用いて
分析する。なお今回は海面漁業に対象を絞って検討す
るため，事例地域は海と接する二府二県（京都府，大
阪府，兵庫県，和歌山県）とした。この地域では，日
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本海，瀬戸内海，大阪湾，太平洋という 4 つの海域が
漁場となる。これに応じて，営まれる漁業種類も多岐
にわたり，地域差が明確になると考えた。加えて，兵
庫県や大阪府では沿岸域開発が活発な都市部であって
も漁業が盛んに営まれている。こうした大消費地近郊
の漁業地域では漁業者が有する出荷先の選択肢も多
く，多様な出荷行動が存在するとも考えられる。以上
の理由より近畿地方を選定した。
2．分析方法
本稿では，「2013 年漁業センサス第 4 巻海面漁業に
関する統計（漁業地区編）第 2 分冊関東・東海・近畿」
の中の「出荷先別延べ経営体数」と「主とする漁業種
類別経営体数」の数値を用いる。対象とする漁業地区
は，地域内に存在する全 189 地区のうち，経営体が存
在しない地区と数値が非公開となっている地区を除い
た 164 地区である（表 1）。対象とする地区内の総経
営体数は 6,528，総就業者数は 10,575 人である。
次に，用語について解説する。漁業センサスは
1949 年に集計がはじまった。1963 年の第 3 次漁業セ
ンサス以降は，現在に至るまで 5 年ごとに実施されて
いる。2013 年に実施された最新の調査が 13 回目とな
る。漁業センサスの調査対象は漁業経営体 1）（以下，
経営体とする）であり，経営体ごとに調査表に回答を
記入する。出荷先とは，「2013 年漁業センサス総括編」
によると「各経営体が過去 1 年間に漁獲物・収獲物を
直接出荷した相手先のことをさす」と定義されている。
そのため，各経営体が本稿で示される出荷先と長期に
わたって取引してきたとは限らない点には留意する必
要がある。
Ⅱ　出荷先の分類と対象地域における卸売市場の分布
水産物の場合，産地から消費地までの輸送経路は多
岐にわたる。これは，水産物の特性ごとに生鮮用，加
工用，養殖魚の餌料用などと用途が異なり，それに合
わせて集荷する主体も異なるからである（中居
1996）。また，出荷に注目すると，各経営体がそれぞ
れ取引関係を個人的に構築して出荷先を決定する例も
みられる（e.g. 今村 1989，高橋 2018）。したがって，
漁協が出荷に関する取り決めをつくり出荷先が固定化
している地区を除いて，通常 1 つの漁業地区内には複
数の出荷先が並存する。
漁業センサスでは，出荷先が「漁協の市場又は荷さ
ばき所」，「漁協以外の卸売市場」，「流通業者・加工業
者」，「小売業者」，「生協」，「直売所」，「自家販売」，「そ
の他」の 8 か所に分類されている（表 2）。これらの
うち，「漁協の市場又は荷さばき所」は一般に産地市
場とよばれる。その開設主体のほとんどは地区の漁協
である。しかし，生産量が小規模であることや仲卸業
者の不在によって，産地市場が開設されていない地区
もある。こうした地区では，各経営体自らで輸送した
り，集荷業者・運送業者に依頼したりして水産物を各
所へ出荷しなければならない。漁業センサスでは，こ
うした事例に対応するために，中央卸売市場や地方卸
売市場を含む「漁協以外の卸売市場」が出荷先のひと
つとして位置づけられている。ただし，出荷に際して
は水産物の鮮度保持や輸送する者の体力の問題によっ
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表 1　分析対象とする漁業地区 
 （漁業センサスより作成）
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て，輸送距離は制約される 2）。したがって，経営体自
らの出荷には，当該地区と各地の卸売市場との位置関
係を考察する必要がある。
そこで，対象地域における中央卸売市場と水産地方
卸売市場並びに，近接する市場である徳島市中央卸売
市場の分布を図 1 に示した 3）。対象地域内には，8 か
所の中央卸売市場（徳島市中央卸売市場を含めると 9
つ）と 25 か所の水産地方卸売市場が所在する（表 3）。
これによると，市場の立地に関して以下の 2 点を指
摘できる。はじめに，すべての中央卸売市場が人口の
過密な地域に立地している点である。中央卸売市場制
度の基礎は，農村部から都市部への急激な人口移動が
みられた 1923 年に成立した。当時，都市住民への食
糧供給が社会問題となっていた。都市へ安定して食糧
を供給するためにこの制度が整備されたのであった
（木立 1996）。こうした歴史的背景を受け，中央卸売
市場は人口が集中する地域もしくはその周辺へ配置さ
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表 2　漁業センサスで定められた出荷先の分類とその定義
表 3　対象地域内の中央卸売市場と水産地方卸売市場
図１　近畿二府二県の中央卸売市場と地方卸売市場（水産）
及び徳島市中央卸売市場の位置
注：中央卸売市場には数字を付した。1: 京都府中央卸売市場，2: 大阪
府中央卸売市場，3: 大阪市中央卸売市場本場，4: 大阪市中央卸売市場
東部，5: 神戸市中央卸売市場本場，6: 神戸市中央卸売市場東部，7: 姫
路市中央卸売市場，8: 和歌山市中央卸売市場，9: 徳島市中央卸売市場
 （漁業センサスより作成）
注 1：中央卸売市場に付した番号は図 1 の番号と対応する。注 2：開設主体が漁協である市場には下線をつけた。
 （漁業センサスより作成）
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れた。卸売市場法（1971 年）への改変を経ながらも，
今日に至るまでそれが維持されている。次に，水産地
方卸売市場は人口が集中する地域の周辺部から辺縁部
にかけて立地している点である。具体的には，水産地
方卸売市場は京都府日本海区と兵庫県日本海西区にあ
わせて6か所，和歌山県太平洋南区に12か所存在する。
その一方で，中央卸売市場が多数立地する大阪府と兵
庫県と和歌山県の瀬戸内海区内にはあわせても 7 か所
しかない。すなわち，人口が希薄な地域に水産地方卸
売市場の大半が分布しているのである。以上の 2 点の
特徴から，人口が集中する都市部では中央卸売市場が，
人口が少なく都市の周辺・辺縁部に位置する地域では
水産地方卸売市場が，消費地へ水産物を供給する拠点
として機能していることが読み取れる。
それでは，このような各市場の分布は，経営体の出
荷行動にどのような影響を及ぼしているのであろう
か。次章では，出荷行動を海区別で分析した後，漁業
地区を卸売市場からの距離別に分類し，それぞれの出
荷行動の特徴について考察する。
Ⅲ　海区別と卸売市場からの距離別にみた出荷行動
1．海区別にみた出荷行動
表 4 は，海区 4）ごとに分類した出荷先別経営体数
の割合である。各経営体は複数回答が可能なため，数
値の合計は 100% にはならない。近畿地方全体（以下
では，近畿二府二県全体のことを全体と表記する）で
みると，漁協の市場又は荷さばき所へ出荷した経営体
は 70.7% に及んだ。以下，同様に漁協以外の卸売市
場へは 18.0%，流通業者・加工業者へは 11.4%，小売
業者へは 7.0%，生協へは 0.03%，直売所へは 2.0%，
自家販売へは 14.4%，その他へは 4.8% の経営体が出
荷していた。
次に海区別にみてみると，大阪府，兵庫県，和歌山
県の各瀬戸内海区と，京都府日本海区，兵庫県日本海
西区，淡路島，和歌山県太平洋南区とのあいだで数値
に明確な差があることがわかる。漁協の市場又は荷さ
ばき所へ出荷する経営体の割合に注目すると，前者で
は大阪府瀬戸内海区で 31.6%，兵庫県瀬戸内海区で
58.5%，和歌山県瀬戸内海区で 50.0% であった。その
一方で，後者では京都府日本海区で 84.4%，兵庫県日
本海西区で 99.5%，淡路島で 74.1%，和歌山県太平洋
南区で 89.6% となっており，前者に比べて数値が高い。
また，これ以外の項目をみても，両者の違いは明確で
ある。表 4 には，全体の割合と比べて高い数値には下
線が付してあるが，漁協の市場又は荷さばき所を除い
た 7 項目のうち，全体の数値よりも高い数値を示した
ものが，前者では大阪府瀬戸内海区で 6 項目，兵庫県
瀬戸内海区で5項目，和歌山県瀬戸内海区で4項目あっ
た。これに対して，後者では京都府日本海区で 2 項目，
兵庫県淡路島で 1 項目のみで，兵庫県日本海西区と和
歌山県太平洋南区にはこうした項目がなかった。
このような傾向より，前者の方が後者と比べて多く
の出荷先が存在している状況が読み取れる。すなわち，
前者では産地市場への出荷が各経営体の出荷行動とし
て支配的にはならず，複数の出荷先が並存している。
特に，漁協以外の卸売市場や小売業者へ出荷する経営
体の割合が高い。これは，中央卸売市場が人口の集中
する都市部に所在しており，これらへのアクセスが容
易なこと，さらに近隣に大きな消費地が存在すること
が影響していると考えられる。
一方で，後者では，京都府日本海区における自家販
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表 4　各海区の出荷先別の経営体割合
注：下線部は近畿二府二県全体の割合よりも高い数値をさす。
 （漁業センサスより作成）
14 近畿地方における漁業経営体の出荷行動に関する統計分析（前田）
売とその他，淡路島における流通・加工業者を除くと，
全体の数値よりも低い項目が大半を占める。大部分の
経営体が産地市場へ出荷しているうえ，それ以外へは
ほとんど出荷されていない。この要因として，前者と
は対照的に都市の周辺・周縁部であるため，出荷先が
それほど存在しない，もしくは大きな消費地へのアク
セスが悪いことが影響していると考えられる。
ただし，Ⅱで述べたように，京都府日本海区，兵庫
県日本海西区，和歌山県太平洋南区には，合計 18 か
所の水産地方卸売市場が立地する。この点では，漁協
以外の卸売市場への出荷については高い数値が予想さ
れる。しかし，これら 3 つの海区におけるその数値は
京都府日本海区で 1.1%，兵庫県日本海西区で 2.4%，
和歌山県太平洋南区で 4.0% と全体と比べても極めて
低い。このことから，統計上は地方卸売市場に分類さ
れる水産地方卸売市場であるが，これらの市場は広域
的な集荷というよりも，各漁業地区内の経営体からの
集荷が中心であり，実質的には産地市場として機能し
ているといえよう。これは，水産地方卸売市場のほと
んどが漁協によって開設されている点からも明らかで
ある（前掲表 3）。
このように，水産地方卸売市場が産地市場として機
能しているとすれば，漁協以外の卸売市場へ出荷する
経営体の割合には，各漁業地区と中央卸売市場との位
置関係が重要な要素となる。そこで，次に，中央卸売
市場からの距離別に漁業地区を分類し，それぞれの出
荷行動の傾向についてみてみる。
2．中央卸売市場からの距離別にみた出荷行動
本節では，漁業地区を中央卸売市場から 30km 圏内
に主要な漁港 5）が存在するか否かで分類した。漁港
を指標としたのは，これが水産物の水揚地として漁場
と消費地との結節点（楠原 1966）として機能するこ
とに基づく。漁港は帰港した漁船が水産物を水揚げす
る場であると同時に，各市場や消費地へと陸上輸送が
開始される場でもある 6）。このため，中央卸売市場と
漁港との距離が，各地区の立地と出荷行動との関連を
検討する上で適当な指標になると考えた。なお，
30km という距離に関しては，各経営体が片道 1 時間
以内で中央卸売市場へ水産物を輸送できる範囲を想定
したものである。前掲図 1 において，中央卸売市場の
圏域を示したが，淡路島の一部が 30km 圏内に入ると
いう理由から，対象地域内には立地しないものの徳島
市中央卸売市場も図中に記載した。以下，中央卸売市
場から30km圏内を圏内，30km圏外を圏外と表記する。
以上の前提に基づいて漁業地区を分類した（表 5）。
全地区が圏内に含まれる海区は，大阪府瀬戸内海区の
みであった。ただし，兵庫県と和歌山県の瀬戸内海区
でも，1 地区ずつ（福浦と比井崎）を除いて，大部分
の地区が圏内に含まれる。一方で，京都府日本海区，
兵庫県日本海西区，和歌山県太平洋南区では全地区が
圏外であった。淡路島は，北部が神戸市中央卸売市場，
南部が徳島市中央卸売市場の圏内ということもあり，
25 地区のうち 16 地区が圏内，9 地区が圏外であった。
このように中央卸売市場との距離に注目すると，大阪
府，兵庫県，和歌山県の各瀬戸内海区は近接しており，
京都府日本海区，兵庫県日本海西区，和歌山県太平洋
南区の各海区は隔たっているという特徴がある。
次に，出荷先別経営体の割合について検討する。漁
協の市場又は荷さばき所へ出荷した経営体の割合をみ
てみると，圏内では 56.1% と低かった。他方，圏外
ではその数値は高く 87.4% であった。しかし，自家
販売とその他を除くと圏内の数値の方が圏外に比べて
高い数値を示す。このことから，圏内の経営体は産地
市場以外への出荷を活発に行っていることがわかる。
対照的に，圏外の経営体は出荷に関して産地市場への
依存度が高く，他へはあまり出荷されていない。こう
した両者の差は，前節でも指摘したように，都市部に
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表 5　中央卸売市場からの距離別に分類した各漁業地区の出荷傾向 
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存在する豊富な出荷先へのアクセスの可否を背景にし
ていると考えられる。特に，漁協以外の卸売市場へ出
荷する経営体の割合が，圏内（29.9%）と圏外（4.3%）
で 25.6 ポイントも差がある。圏内の各経営体は，ア
クセスの容易さを生かして，自らで水産物を中央卸売
市場へ積極的に輸送している状況が読み取れる。中央
卸売市場との近接性が漁協以外の卸売市場へ出荷する
経営体の割合の多寡に関係していた。
このように，各経営体の出荷の多様性には，各地区
の立地条件，とりわけ中央卸売市場との距離が強く関係
していた。漁業地区の地理的条件の差異に応じて，各
経営体の出荷行動にも地域差が生じるのである。しかし，
地区の漁場環境に応じて，営まれる漁業種類には多様
性があり，これも出荷行動に大きく影響すると考えられ
る。そこで次章では，各地区で営まれる漁業種類を指
標として出荷行動の地域差について検討する。
Ⅳ　主とする漁業種類から分類した地区別の出荷行動
本章では，分析対象の 164 漁業地区を，各経営体が
操業する「主とする漁業種類」に応じて分類した。主
とする漁業種類とは，漁業センサスにおいて「各経営
体が過去 1 年間に営んだ漁業種類のうち主たる漁業種
類をさし，2 種類以上営んだ場合，販売金額 1 位の漁
業種類」と定義されている。したがって，各経営体は
必ず主とする漁業種類を 1 つ有しており，その合計は
地区内の経営体数と同じになる。そこで，各地区で最
も多くの経営体によって選択された漁業種類を，当該
地区の主とする漁業種類と定めた。その結果，主とす
る漁業種類別に，漁業地区が底曳網，船曳網，刺網，
定置網，釣り，潜水器，採貝・採藻，その他の漁業，
養殖の 9 項目 7）に分類された（表 6）。以下では，地
区数の多い項目順に出荷行動の特徴をみていく。なお，
主とする漁業種類が潜水器である地区は東明石浦（3
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経営体）のみであった。一般的な傾向を示すことが困
難なため分析対象からは除外した。
地区数が最も多かったのは，49 地区の釣り（総経
営体数は 1,970 経営体）であった。これを主とする地
区は和歌山県の瀬戸内海区（11 地区）と太平洋南区（12
地区）に多く分布する。次に，出荷先別経営体の割合
は漁協の市場又は荷さばき所が最も高く 70.6% となっ
ている。以下，自家販売（13.2%），漁協以外の卸売
市場（12.0%），流通業者・加工業者（10.4%），小売
業者（9.6%），その他（4.1%），直売所（1.8%）と続く。
このうち前掲表 4 に示した全体の割合と比較すると，
各項目とも数値の乖離はほとんどない。全体の出荷行
動の傾向と近いといえる。
続いて地区数が多かったのは，32 地区の底曳網（同
2,013 経営体）である。兵庫県瀬戸内海区（16 地区）
と淡路島（10 地区）で，これを主とする地区が多い。
特に，大阪府，兵庫県，和歌山県の各瀬戸内海区を合
計すると 21 地区が含まれている。底曳網が瀬戸内海
において盛んに操業されていることがわかる。出荷先
別経営体の割合をみてみると，73.5% が漁協の市場又
は荷さばき所に出荷している。以下，割合が高い順に
漁協以外の卸売市場（30.2%），流通業者・加工業者
（10.4%）と続く。底曳網は混獲型の漁業種類のため，
漁獲物の輸送と選別には手間がかかる。そこで，厳密
な選別が求められず，漁港に併設され輸送の労力もほ
とんどかからない産地市場が主に選択されていると考
えられる。しかし，輸送に手間がかかり，数値が低く
なると推定された漁協以外の卸売市場へ出荷した経営
体の割合が，全体（18.0%）よりも 12.2 ポイントも高
い。これには，本項目に含まれる地区が地域的に偏在
していることが関係する。Ⅲで言及したように，大阪
府，兵庫県，和歌山県の各瀬戸内海区では中央卸売市
場へのアクセスの良さから漁協以外の卸売市場へ出荷
する経営体の割合が高い。中央卸売市場へ容易に出荷
できる距離にある地区が数多く含まれていることか
ら，このような傾向が示されたのである。
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表 6　主とする漁業種類別の出荷先別経営体の割合（続き）
注：下線部は前掲表 4 の近畿二府二県全体の割合よりも高い数値をさす。
 （漁業センサスより作成）
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刺網は 30 地区（同 854 経営体）で主とする漁業種
類となっている。地区の数は大阪府内に多い。府下
22 地区のうち 11 地区が本項目に含まれる。出荷先別
経営体の割合には，大阪府の地区が数多く含まれてい
ることが影響している。すなわち，漁協の市場又は荷
さばき所が 64.3% と全体よりも 6.4 ポイント低く，漁
協以外の卸売市場が 22.2% と全体よりも 4.2 ポイント
高くなっている。ただし，全体における出荷先別経営
体数の数値（前掲表 4）と比較するとわずかな差異し
かない。これは，出荷行動に関して大阪府と対照的な
傾向を示す和歌山県太平洋南区が 9 地区含まれている
からである。両海区の数値が平準化され，どの出荷先
別経営体の割合も極端に全体との差は現れなかった。
採貝・採藻は 20 地区（同 722 経営体）で主とする
漁業種類となっている。京都府日本海区の 23 地区の
うち 13 地区がこの項目に含まれている。そのため，
出荷先別経営体の割合も当海区と同様の傾向がみられ
た。すなわち，漁協の市場又は荷さばき所が 80.6%
と極めて高く，自家販売も 15.5% と全体を上回る数
値となっている。一方で，流通業者・加工業者へ出荷
した経営体の割合が 12.3% にものぼる。0.9 ポイント
とはいえ全体を上回る数値となっている。これには，
淡路島の由良（228 経営体）において 84 経営体が流
通業者・加工業者に出荷したことが影響している。本
項目に含まれる経営体数が 722 と少数であるため由良
の出荷行動に強く作用されたのである。
定置網は 11 地区（同 329 経営体）で主とする漁業
種類となっている。京都府日本海区に 2 地区，兵庫県
瀬戸内海区に 2 地区，兵庫県淡路島に 1 地区，和歌山
県瀬戸内海区に 3 地区，和歌山県太平洋南区に 3 地区
が位置する。含まれる地域に地理的な偏在はみられな
い。出荷先別経営体の割合をみてみると，8 項目中 5
項目で全体よりも高い数値を示しているが，自家販売
（21%）とその他（10.9%）がやや高い程度で，いずれ
も大きな差はない。定置網は混獲型の漁業種類である。
そのうえ，1 度の網揚げで漁獲される量も多く，底曳
網と同様に選別と輸送に手間がかかる。その結果，産
地市場へ出荷する経営体の割合が高くなっているもの
と推測される。
船曳網は 11 地区（同 143 経営体）で主とする漁業
種類となっている。そのうち，大阪府瀬戸内海区（2
地区），兵庫県淡路島（4 地区），和歌山県瀬戸内海区（4
地区）に 10 地区が所在している。瀬戸内海で盛んな
漁業種類であることがわかる。出荷先別経営体の割合
をみてみると，流通業者・加工業者（25.2%）が，漁
協の市場又は荷さばき所（76.9%）とともに全体と比
べて高い数値を示している。瀬戸内海の機船船曳網で
主として漁獲されるシラスやイカナゴ 8）は，釜揚げ
や佃煮など加工を必要とする（浜口 2004）。したがっ
て，船曳網を主とする漁業種類としている地区では，
加工業者へ出荷する経営体の割合が高くなっている。
養殖は 10 地区（同 439 経営体）で主とする漁業種
類となっている。そのうち 3 地区が京都府日本海区，
6 地区が兵庫県瀬戸内海区に所在している。439 経営
体のうち 3 分の 1 以上に当たる 174 経営体がカキ養殖
を主とする漁業種類としており，以下ノリ養殖が 25
経営体，わかめ養殖が 21 経営体，その他の貝類養殖
が 11 経営体，くるまえび養殖が 1 経営体と続く。出
荷先別経営体数の割合を全体と比べると，漁協又は荷
さばき所（56.7%）と漁協以外の卸売市場（13.0%）
の割合が低い一方で，自家販売へ出荷する割合
（45.1%）が 20.7 ポイントも高い。これにはカキ養殖
業の流通形態が関係している。カキ養殖業を営む経営
体は，自らで加工場を操業し，生産から集荷，選別・
加工，出荷まで行う場合が多い。こうした経営上の特
徴が，自家販売をおこなう経営体が突出して高いとい
う出荷行動の傾向を生み出している。
その他の漁業（たこつぼ漁や各種カゴ漁業，銛やや
すを用いる漁業など）は 8 地区（同 94 経営体）で主
とする漁業種類となっている。このうち最も経営体数
が多い地区は，22 経営体が所属する大阪府瀬戸内海
区の住吉である。いずれの地区も少数の経営体によっ
て構成されている。小規模な地区のため，産地市場が
漁協に設置されていない地区も複数含まれている。そ
の結果，漁協又は荷さばき所へ出荷した経営体の割合
が全体と比べて 43 ポイントも低い 27.7% となってい
る。これに対して，自家販売（47.9%）と漁協以外の
卸売市場（26.6%）で高い数値が示されている。産地
市場が十分に機能していないことによって，各経営体
は自らで他の市場への出荷や販売をしなければならな
いのである。
以上，主とする漁業種類ごとに漁業地区を 8 つに分
類し，各項目に含まれる地区の地理的な分布と出荷傾
向の特徴を考察した。その結果，釣りや底曳網，刺網，
養殖は特定の海区に偏って営まれる傾向がみられた。
営まれる漁業種類には，海岸・海底地形，風など自然
的な要素が強く影響を及ぼし，地域性が強く現れると
考えられるが，それが統計の分析からも実証されたわ
けである。また，特定の海区に漁業種類が偏在するこ
とは，各項目の出荷傾向にも影響を与えていた。例え
18 近畿地方における漁業経営体の出荷行動に関する統計分析（前田）
ば，刺網の項目には大阪府の地区が多く含まれていた
ため，大阪府の出荷行動と似たような傾向が確認され
た。その他にも，底曳網と定置網，さらに養殖の項目
でみられたように，漁業種類ごとの生産や流通の形態
が各地区の出荷傾向を規定することも確認された。各
漁業地区の出荷行動は，地区の立地，さらに営まれる
漁業種類と密接に関連しているのである。
Ⅴ　おわりに
本稿では，出荷行動の地域性を明らかにするために，
近畿地方における漁業経営体の出荷傾向を 2013 年漁
業センサスの情報を用いて分析した。具体的には，中
央卸売市場からの距離別，さらに主とする漁業種類別
に地区を分類し，項目ごとの出荷行動について考察し
た。その結果，各地区における出荷行動は，卸売市場
からの距離とそこで営まれる漁業種類に影響されるこ
とが明らかとなった。したがって，水産物の出荷行動
の考察に当たっては，各地区の漁業生産の特徴と地理
的条件を考慮する必要がある。こうした分析視角は，
近年新たな流通形態として注目されている産地直送
や，大手スーパーによる定置網漁獲物の一艘買いなど
を成立させる条件を考える上で重要となるだろう。
最後に，統計資料の分析という調査手法についての
有効な点と課題を検討したい。これまで漁業地理学で
は，調査者自らがフィールドにおいてデータを収集す
るという手法が一般的であった。その一方で，より高
次のスケールに対するフィールドの社会的・経済的な
位置づけが不明確になる傾向もみられた。こうした問
題に対して，特定スケールの全体的な傾向を把握でき
る本手法は，個々のフィールドの特徴を他地域との比
較において示すことができる点において有効である。
特に，漁業センサスは漁業地区に関するデータが充実
している。小地域を研究事例として扱う傾向がある漁
業地理学でのさらなる活用が期待できる。
その一方で，統計資料の使用に際しては課題もある。
筆者は，2015 年より大阪府深日漁業地区にて調査を
継続している。当地区は，本稿では船曳網が主とする
漁業種類となっているが，2015 年の時点ですでに底
曳網を営む経営体の数が船曳網を営む経営体の数を上
回っていた。すなわち，漁業センサスの数値情報は，
時間の経過を考慮すると地域の実態を正確に反映して
いるとは限らないのである。漁業を取り巻く状況は，
技術革新，流通を取り巻く制度の改変，資源量の変動
など変化が著しい。そのため，今後は，それぞれの地
域の通時的な変化のなかで統計資料の数値を位置づけ
ていく必要があるだろう。
付　記
本稿の作成に当たってご指導下さいました関西学院
大学の田和正孝先生，並びに地理学地域文化学領域の
諸先生方に感謝申し上げます。なお本稿は，日本村落
研究学会関西・東海地区研究会（第 41 回関西若手ルー
ラル研究会共催，2018 年 2 月 16 日，於キャンパスプ
ラザ京都）における議論をもとに着想されたものです。
発表に対してコメントを下さいました研究会参加者の
皆様に深く御礼を申し上げます。
注
1） 本稿では，漁業センサスに則って，「経営体」という用語を
使用する。これは「過去 1 年間に利潤又は生活の資を得る
ために，生産物を販売することを目的として，海面におい
て水産動植物の採捕又は養殖の事業を行った世帯又は事業
所をいう。ただし，過去 1 年間における漁業の海上作業従
事日数が 30 日未満の個人経営体は除く」と定義されている。
なお，経営体内で漁業に従事する者のことを漁業者とする。
2） これ以外にも，各経営体が保有する輸送手段に応じて一度
に輸送できる量が制限されたり，各経営体と荷受側との関
係性によって出荷できる市場が決定付けられたりするなど，
漁協以外の卸売市場への出荷には様々な制約がある。
3） 隣接する県の中央卸売市場として，岡山市中央卸売市場，
奈良県中央卸売市場，福井市中央卸売市場があるが，これ
らの 30km 圏内に対象地域内の漁業地区が存在していない。
そのため，以上 3 市場は図 1 に示していない。
4） 淡路島は漁業センサスでは瀬戸内海区に分類されるが，本
稿では島嶼という特殊性を強調する目的から瀬戸内海区と
は分けて数値を出した。
5） 地区内に複数漁港が存在する場合は，漁協（支所）の事務
所が立地する漁港を主要な漁港とした。
6） 瀬戸内海沿岸では，「イケフネ」「ナマセン」「ブガイ」と
いって各漁港をめぐり水産物を集荷する活魚運搬船が流通
を担っていた時期もある（河野 1991）。したがって，時代
や地域によっては，陸上輸送を前提とした結節点としての
漁港が水産物流通を考えるうえでの唯一の指標となるとは
限らない。
7） 漁業センサスでは，漁業種類は大分類で 16 に分けられる。
ただし，本稿では大分類のうちで 9項目を設定した。例えば，
底びき網は，遠洋底びき網，以西底びき網，沖合底びき網，
小型底びき網の 4 種類に小分類されているが，これらを一
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括して底曳網にまとめた。なお，主とする漁業種類が同数
の場合は，該当する項目すべてに地区名を記載した。
8） この他にもサヨリやアジを漁獲対象とした船曳網も存在する。
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